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するように 2010 年の国連ミレニアム開発目標に関するハイレベル会合で、2011～2015 年
に８万人の研修員受入を公約しており、2011 年よりそれまでの毎年１万人規模から一挙に
































































る投資行動の指針」として公表した 。それから約 40 年が経ち、中国政府は、2011 年９
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億 9,000 万元、その内訳は無償援助 1,062 億元、無利子借款 765 億 4,000 万元、優遇借款
735 億 5,000 万元（76 カ国 325 事業、経済インフラ約６割）であった。債務免除額 255
億 8,000 万元（対象 50 カ国）となっている。 
対外援助の財政支出額は、決算ベースで 2004 年の前年比 16.1％増の 60 億 7,000 万元
から前年比２ケタ台の伸びを示すようになり、2009 年は 133 億元（同 5.3%）、2010 年は
136億 1,000万元（同 2.3%）と前年比１ケタ台の伸びにとどまったが、2011年には同 16.8％
増の 159 億元、2012 年には予算ベースで同 20.9%増の 192 億 2,000 万元と急増している。
2010 年では、このうち商務部分が 91.0%を占める。その他は衛生部をはじめ関係各部に配
分されたものと推測できる。優遇借款および優遇バイヤーズクレジットの数値は公表され
ていないため、各種情報をもとに 2010 年の支出額をそれぞれ 250 億元と仮定すると、2010




（2008～2011 年平均値）およびヘリテージ財団が定期的にアップデートしている China 
Global Investment Tracker（「中国全球投資追蹤」）に基づき、2005～2012 年６月までの
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総額 50 億ドルの優遇条件の借款供与および３万人の研修をコミットした。2010 年の国連
ミレニアム開発目標に関するハイレベル会合では、金額こそ明示しなかったが、今後とも










































































































































中国は 1991 年から ASEAN との対話を開始し 1997 年からは中国・ASEAN 首脳会議を
開催している。2005 年の第９回首脳会議において、中国企業の ASEAN 諸国でのインフ
ラ事業参入のために 50 億ドルの優遇条件をコミットした。2008 年の第 12 回首脳会議に
おいて、中国・ASEAN 投資協力基金設立を表明するとともに、優遇条件の借款 67 億ドル
を含む 150 億ドルに上る ASEAN 諸国向け借款をコミットした。2011 年の第 14 回中国・
ASEAN 対話関係樹立 20 周年記念首脳会議では、新たな共同宣言行動計画（2011～2015
年）に対する合意がなされるとともに、中国は ASEAN 諸国向け借款をさらに 100 億ドル
コミットした。うち優遇条件の借款は 40 億ドルとされている。 
中国・ASEAN 投資協力基金は、対 ASEAN 投資促進のために、中国輸銀が中心となっ
て香港で設立されたプライベート・エクイティ・ファンドである。総額 100 億ドルを見込





ムである。2004 年には広西チワン族自治区が加わった。2002 年に開催された初の GMS
首脳会議で採択された「GMS プログラム 10 カ年戦略フレームワーク」では、運輸、通信、
エネルギー、環境、観光、貿易制度、投資、人的資本開発、農業の９分野が優先協力分野
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は、2004 年の首脳会合で SCO の枠組みを通じて他の加盟国に対し９億ドルの優遇条件の
借款供与を表明したのに続き、その後さらに、同規模の優遇条件の借款供与をコミットし
た。2009 年にはロシア・エカテリンブルク首脳会合で 100 億ドルの借款供与、2012 年の
北京首脳会合でも 100 億ドルの借款供与を約束している。ただし、いずれも優遇条件はう
たわれておらず、中国開銀の借款が主体で中国輸銀の優遇借款や優遇バイヤーズクレジッ
トも含まれていると推察される。さらに 2010 年に温家宝首相より SCO 開発銀行設立に向
けた検討が提案され、現在検討が継続している。 





















おり、2006 年の 50 億ドルの優遇条件の借款（うち優遇借款 30 億ドル、優遇バイヤーズ
クレジット 20 億ドル）、2009 年の優遇条件の借款 100 億ドルに続いて、2012 年に開催さ
れた第５回閣僚会合では 200 億ドルの借款供与（うち少なくとも 100 億ドルは優遇条件）
のコミットメントを行っている。アフリカ連合（AU）との協力関係が強化されたのも特
徴的である。中国開銀は、2007 年に初の対アフリカ向け・エクイティ・インベストメント・
















では、40 億元の優遇借款の提供と 2,000 名の研修員受け入れがコミットされた。2011 年
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回閣僚会合を開催し、今後３年間に 30 億元の優遇借款供与と 2,000 名の研修員受入れ等
がコミットされた。しかし、その後、2010 年に中国・太平洋島嶼国経済協力商談会は開催












































ム（アクラ HLF）にも参加、2009 年には IMF の債権 500 億ドル購入に同意している。 
2010 年には世銀・IMF の投票権が米国、日本に続いて第３位となり、同年設置が決定





告」を公表し、同月メキシコでの G20 首脳会合にて IMF に 430 億ドル拠出表明している。 
対外援助の領域における中国との関係構築では、世界銀行は OECD の DAC など、以下
に概観するように各機関ともに努力を重ねている。 
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（６）OECD DAC 
















経済協力省予算による対中 ODA 終了宣言後も、環境省等各省がこれまで 30 年にわたる
対中技術協力のノウハウを蓄積するドイツ国際協力公社（GIZ）を活用して協力を継続。
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援助』、日本経済評論社 2013 年が詳しい。本稿は、同書に掲載された拙著「第４章 ア
ジア諸国への経済協力」、2012 年３月に米国戦略国際問題研究所（CSIS）で行った講演
（Japan, China, and South Korea: Comparative Strategies for Development）、2012
年７月の貿易研修センター主催平成 24 年度 第２回-２アジア研究会での報告「中国の対
外経済協力の現状－メコン地域を中心に－」、中華人民共和国国務院報道弁公室『中国
の対外援助』（中国対外援助白書）2011 年４月、中国政府ウェブサイト、中国側関係者
からのヒアリング等をもとにしている。 
 
 
